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(1) 緒言 

 近年、職場組織が従業員を公正に扱っているかどうかに着目した、組織の公正性（組織的

公正）が、従業員の健康に影響を及ぼす心理社会的要因として注目されており、ヨーロッパ

諸国では、多くの前向きコホート研究によって、組織的公正と健康影響との関連が調べられ

ている。 

 組織的公正は、（１）分配的公正（職場組織における意思決定の結果に関する公正性）、（２）

手続き的公正（職場組織における意思決定のプロセスや手続きに関する公正性）、および、対

人的公正（上司の部下に対する接し方に関する公正性）の３つの構成要素からなる。これら

のうち、分配的公正は、手続き的公正と対人的公正によって生み出されること、また、古典

的な職業性ストレスモデルの１つである、努力-報酬不均衡モデルとほぼ同義であることから、

産業保健研究では、主に、手続き的公正と対人的公正に着目して、健康影響との関連が調べ

られている。 

 これまでに、ヨーロッパ諸国では、多くの前向きコホート研究によって、組織的公正（手

続き的公正、および、対人的公正）が損なわれた状態が、（医師の診断による）うつ病や、（自

己記入式調査票による）心理的ストレス反応をはじめとする、各種メンタルヘルス指標に影

響を及ぼすことが明らかになっているが、日本においては、これらの関連は、横断研究によ

る検討にとどまっており、因果関係を推定するには限界がある。 



 また近年では、産業保健において取り組むべき課題として、不安定雇用問題が挙げられて

おり、これまでの研究で、非正規社員は正規社員に比べ、抑うつ気分や心理的ストレスをよ

り多く経験し、同時に、職の不安定さをより強く感じていることが明らかになっている。ま

た、疫学研究と実験研究によって、職の不安定さを強く感じている人や、不安定な状況下に

置かれている人は、組織的公正に対する、心理的・行動的反応が強いことが明らかになって

いる。これらの先行研究の知見から、非正規社員は正規社員に比べ、組織的公正が損なわれ

た状態に対し、より強く心理的ストレスを感じる可能性が考えられるが、雇用形態に着目し、

組織的公正と従業員のメンタルヘルスとの関連を調べた疫学研究は行われていない。 

 以上のような先行研究の限界点を踏まえ、本研究では、前向きコホート研究によって、企

業における組織的公正と心理的ストレス反応との関連を、雇用形態別（正規社員、非正規社

員別）に検討することを目的とした。 

 

(2) 方法 

 製造企業の５つの支社に勤務するホワイトカラー従業員 1,017 名（男性 373 名、女性 644

名）を対象に、１年間の前向きコホート研究を実施した。ベースライン時（2009 年８月）に、

組織的公正（組織的公正尺度日本語版）、心理的ストレス反応（K6 日本語版）、神経症傾向（改

訂版アイゼンク性格特性検査日本語版）、その他の職業性ストレス要因（仕事の要求度、仕事

のコントロール、上司・同僚の支援、努力-報酬不均衡）（Job Content Questionnaire 日本語版、

および、努力-報酬不均衡モデル調査票日本語版）、人口統計学的指標に関する変数を、１年

後のフォローアップ時（2010 年８月）に、心理的ストレス反応（K6 日本語版）、および、過

去１年以内のライフイベントの有無に関する変数を自己記入式調査票で取得した。雇用形態

の情報は、企業の人事データから取得した。ベースライン時の手続き的公正得点、または、

対人的公正得点の三分位点で対象者を３群に分け、男女×雇用形態別に多重ロジスティック

回帰分析を実施し、高群に対する、中群、低群の１年後の心理的ストレス反応（K6 得点が５

点以上と定義）のオッズ比を算出した。また、手続き的公正、対人的公正と心理的ストレス

反応との間に、直線的な用量-反応関係があるかを検討するために、傾向性検定を実施し、正

規社員と非正規社員との間で、これらの関連の強さに差があるかを検討するために、「手続き

的公正×雇用形態」および「対人的公正×雇用形態」の交互作用項の有意確率を算出した。

更に、追加の解析として、ベースライン時に心理的ストレス反応のなかった者（K6 得点が４

点以下の者）のみを対象として、これらの一連の解析を実施した。有意水準は両側５％とし

た。 

 

(3) 結果 

 女性の非正規社員において、手続き的公正、および、対人的公正（が損なわれた状態）と

１年後の心理的ストレス反応との間に有意な関連が認められた。この関連は、基本属性、ベ

ースライン時の心理的ストレス反応、神経症傾向を調整後も有意であった。とくに手続き的



公正については、追加でその他の職業性ストレス要因（仕事の要求度、仕事のコントロール、

上司・同僚の支援、努力-報酬不均衡）を調整後も、有意な関連が認められた。また、ベース

ライン時に心理的ストレス反応のなかった者のみを対象とした場合、手続き的公正について

は、有意な関連が認められたが、対人的公正については、有意な関連は認められなかった。 

 一方、女性の正規社員においては、前述の共変量で調整後、手続き的公正、対人的公正と

１年後の心理的ストレス反応との間に有意な関連は認められず、その関連は、女性の非正規

社員に比べ弱かった。また、ベースライン時に心理的ストレス反応のなかった者のみを対象

とした場合も、有意な関連は認められなかった。 

 男性の正規社員においても、前述の共変量で調整後、手続き的公正、対人的公正と１年後

の心理的ストレス反応との間に有意な関連は認められず、ベースライン時に心理的ストレス

反応のなかった者のみを対象とした場合も、同様であった。尚、男性の正規社員と女性の正

規社員を比較した場合、女性の方が男性に比べ、手続き的公正と１年後の心理的ストレス反

応との関連が若干強かった。男性の非正規社員については、対象者数が極めて少数（８名）

のため、解析不能であった。 

 

(4) 考察 

 女性の非正規社員において、手続き的公正、および、対人的公正（が損なわれた状態）と、

１年後の心理的ストレス反応が有意に関連しており、その関連は女性の正規社員に比べ強か

った。この結果は、職の不安定さを強く感じている人ほど、組織的公正とストレス反応との

関連が強いとする疫学研究・実験研究と一致していた。身分が不安定な非正規社員にとって、

職場組織における公正で透明な意思決定スタイルや、上司の公正な態度は、精神健康を高め

るのに有益である可能性がある。今後、男性においても同様の傾向が見られるかを検討する

必要がある。尚、女性の非正規社員において、ベースライン時に心理的ストレス反応のなか

った者のみを対象とした場合、手続き的公正については、有意な関連が認められたが、対人

的公正については、有意な関連は認められなかった。対人的公正は、上司の公正な態度に着

目しているため、職場組織の意思決定に着目した手続き的公正に比べ、より日常的で、短期

的に心理的ストレスに影響する可能性があり、対人的公正が損なわれていると感じていた人

の多くは、ベースライン時に既に心理的ストレスを感じており、解析対象から除外された可

能性がある。 

 男性の正規社員においては、手続き的公正、対人的公正と１年後の心理的ストレス反応は、

有意に関連していなかったものの、関連する傾向は認められ、これらの傾向は国内外の先行

研究と一致していた。また、男性の正規社員と女性の正規社員を比較した場合、女性の方が

男性に比べ、手続き的公正と１年後の心理的ストレス反応との関連が若干強かった。女性は、

たとえ正規社員でも、補助的な業務を任される傾向があり、職場組織の意思決定への参加機

会が少なく、手続きの公正性に対し、より敏感に反応した可能性がある。 

 女性の非正規社員において、追加でその他の職業性ストレス要因（仕事の要求度、仕事の



コントロール、上司・同僚の支援、努力-報酬不均衡）を調整後、手続き的公正と１年後の心

理的ストレス反応との関連は弱まったものの、なお有意に関連し、これらの関連は、ベース

ライン時に心理的ストレス反応のなかった者のみを対象とした場合も同様であった。一方、

対人的公正は有意な関連が認められなかった。手続き的公正は、対人的公正に比べ、組織の

公正性をより幅広く捉えており、その要素の多くは、その他の職業性ストレス要因を媒介せ

ず、より直接的に心理的ストレス反応に影響した可能性、あるいは、役割の曖昧さや、職場

での心理的嫌がらせなど、本研究では調査しなかった職業性ストレス要因を媒介して、心理

的ストレス反応に影響した可能性がある。 

 

(5) 結論 

 女性の非正規社員において、手続き的公正が損なわれた状態は、その後の心理的ストレス

反応を高める要因となる可能性がある。今後、多様な属性別にこれらの関連を検討していく

必要がある。 


